（第１号様式）
海外ビジネス展開支援補助金交付申請書
令和　　年　　月　　日
公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様
郵便番号　〒
住　所　　　
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　印
海外ビジネス展開支援補助金交付要領第７条第１項の規定に基づき、次のとおり補助金の交付を申請します。
１　補助金申請額
金　　　　　　　　　円
２　関係書類　（※提出時に、□へチェックしてください。）
□（１）事業計画書（第１号様式の２）
□（２）支出計画書（第１号様式の３）
□（３）法人にあっては、履歴又は現在事項全部証明書の写し、個人にあっては、住民票抄本の写し（いずれの場合も、交付申請日から６ヶ月前以内に発行されたものの写し）
□（４）役員等に関する事項（第１号様式の４）

３　連絡先　　
	担当者名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


（第１号様式の２）
事　業　計　画　書
※記入量の目安は２～４枚程度です。（適宜、拡張してください。）
１　企業概要
	フ　リ　ガ　ナ
	

	名　　　称
	

	資　本　金
	
	万円　(※個人事業者は記入不要)

	業　　　種
	

	主たる製品又は商品
	

	
	自社のホームページアドレスがある場合は、下段にアドレスを記入してください。

	
	ＵＲＬ　

	常時使用する従業員数
	人
	


· 常時使用する労働者の数は、日雇労働者、パートタイマー等の臨時的労働者の数を含めて、常態として使用する労働者の数をいいます。
２　海外販路拡大等に係る計画内容
（1） 海外販路拡大等に係る状況　　　　　※該当項目に○をする。
	
	１　今回初めて海外販路拡大等に
取り組む
	
	２　過去に海外販路拡大等に取り組んでいたが休止しており、今回改めて取り組む

	
	３　既に進出している国・地域以外の新規国・地域の販路拡大に取り組む
	
	


上記で２又は３を選択した申請者のみ　　※該当項目に○をする。
	
	令和２年度、令和３年度「海外サプライチェーン多元化・販路拡大支援補助金」の交付を受けた。

	
	令和２年度、令和３年度「海外サプライチェーン多元化・販路拡大支援補助金」の交付を受けていない。


　※令和２年度、令和３年度「海外サプライチェーン多元化・販路拡大支援補助金」の交付を受けた中小企業・小規模事業者等については、以下（２）計画内容（３）事業の成果目標において、過去の補助事業との違いがわかるように記入してください。
（2） 計画内容　※他の補助金の交付を受けている事業と同一内容は認められません。
	計画のテーマ
	

	対象国・地域
	

	【現状の課題】

	

	【事業目的及び課題を解決するための具体的な事業内容】

	


（3） 事業の成果目標（見込まれる効果）
	


（4） 実施スケジュール　※想定されるコロナの影響を踏まえ、余裕を持った計画としてください。（実施時期は、令和４年６月 ～ 令和５年１月の期間で記入してください。）
	番号
	計　　　画

	
	実施項目・内容
	実施時期

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（第１号様式の３）
支　出　計　画　書
【消費税区分】※いずれかに○を記入してください。
	
	消費税課税事業者

	
	免税事業者・簡易課税事業者


【支出内容】※課税事業者は税抜で記入してください。（免税・簡易課税事業者は税込）
	経費区分
	支出内容
	単価×数量[単位]
	補助対象経費

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	（１）補助対象経費合計
	円

	（２）補助金交付申請額（千円未満切捨）
	円


· 経費区分は、令和４年度海外ビジネス展開支援補助金交付要領別表２「補助対象経費」に掲げる「補助対象経費」の名称を記入してください。
· 上記（２）「補助金交付申請額」は、上記（１）「補助対象経費」の２／３以内で上限100万円です。
（第１号様式の４）
役員等に関する事項
	役職名
	氏名
	フリガナ
	生年月日
（元号で記入してください）
	性別

	代表取締役
	三重　太郎
	ミエ　タロウ
	昭和60年12月31日
	男

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注）次に掲げる者を記載してください。
ア　法人にあっては、非常勤を含む役員、支配人、支店長、営業所長及びその他これに類する地位にある者並びに経営に実質的に関与している者
イ　法人格を有しない団体にあっては、代表者及び経営に実質的に関与している者
ウ　個人にあっては、代表者
（第２号様式）
海外ビジネス展開支援補助金変更申請書
令和　　年　　月　　日
　公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様
住　所
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付け第　　－　　号で交付決定のありました海外ビジネス展開支援補助金事業について、計画内容を変更したいので、海外ビジネス展開支援補助金交付要領第11条第１項の規定に基づき、次のとおり申請します。
（なお、併せて補助金　　　　　　円（変更前　　　　　　円）の変更交付を受けたいので、海外ビジネス展開支援補助金交付要領第11条第１項の規定に基づき、申請します。）
１　補助金変更申請額　　
金　　　　　　　円（変更前　金　　　　　　　円）

２　変更理由
３　関係書類
（１）事業変更計画書（第２号様式の２）
（２）支出変更計画書（第２号様式の３）
（３）その他理事長が必要とする書類
４　連絡先　　
	担当者名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


（第２号様式の２）
事　業　変　更　計　画　書
	経費区分
	変更前の補助対象経費
	変更後の補助対象経費

	展示会・商談会参加費
	円
	円

	広報費（多言語）
	円
	円

	委託費
	円
	円

	借損料
	円
	円

	原材料費
	円
	円

	外注費
	円
	円

	翻訳通訳費
	円
	円

	輸送費
	円
	円

	（１）補助対象経費合計
	円

	（２）補助金額　（１）の２／３以内　（千円未満切捨）
※上限は通知済の交付決定額
	円


	変更内容
	

	変更理由
	


※　記入欄は適宜拡張してください。
※　必要に応じて補足説明資料を添付してください。
（第２号様式の３）
支　出　変　更　計　画　書
【消費税区分】※いずれかに○を記入してください。
	
	消費税課税事業者

	
	免税事業者・簡易課税事業者


【支出内容】※課税事業者は税抜で記入してください。（免税・簡易課税事業者は税込）

	経費区分
	支出内容
	単価×数量[単位]
	補助対象経費

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	　
	　
	　
	円

	
	　
	　
	円

	
	　
	　
	円

	
	　
	　
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円


※　変更のあった支出のみ、上段に変更前、下段に変更後の内容を記入してください。
※　必要に応じて行を追加してください。

（第３号様式）

海外ビジネス展開支援補助金
事業中止（廃止）承認申請書

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様
住　所
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付け第　　－　　号で交付決定のありました海外ビジネス展開支援補助金について、補助事業を中止（廃止）したいので、海外ビジネス展開支援補助金交付要領第12条の規定に基づき、次のとおり申請します。

１　補助事業の中止（廃止）日
　　令和　　年　　月　　日

２　中止（廃止）の理由

※　必要に応じて補足説明資料を添付してください。
（第４号様式）

海外ビジネス展開支援補助金

事業遂行状況報告書

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様
住　所
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付け第　　－　　号で交付決定のありました海外ビジネス展開支援補助金について、令和４年11月30日現在の補助事業遂行状況を、令和４年度海外ビジネス展開支援補助金交付要領第14条の規定により、次のとおり報告します。
１　補助事業遂行状況（事業計画の実施スケジュールに基づく事業完了時期等）
２　支出状況
【消費税区分】※いずれかに○を記入してください。
	
	消費税課税事業者

	
	免税事業者・簡易課税事業者


【支出内容】※課税事業者は税抜で記入してください。（免税・簡易課税事業者は税込）

	経費区分
	支出内容
	単価×数量[単位]
	補助対象経費

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	支出済補助対象経費合計
	円


経費区分は、令和４年度海外ビジネス展開支援補助金交付要領別表２「補助対象経費」に掲げる「補助対象経費」の名称を記入してください。

· （第５号様式）
海外ビジネス展開支援補助金実績報告書
令和　　年　　月　　日

公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様
住　所
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付け第　　－　　号で交付決定のありました海外ビジネス展開支援補助金について、海外ビジネス展開支援補助金交付要領第15条第１項の規定に基づき、その実績を次のとおり報告します。
１　補助金実績額　　　　　　金　　　　　　　円

２　関係書類

（１）事業実績書（第５号様式の２）

（２）支出精算書（第５号様式の３）

（３）その他理事長が必要とする書類

３　連絡先　　
	担当者名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


（第５号様式の２）
事　業　実　績　書

１　補助事業の取組内容及び結果

２　補助事業の成果及び事業目標の達成度

３　補助事業の実施経過

	実施年月日
	具体的な実施内容

	
	


　※　事業計画書の実施スケジュールに記載した内容等に沿って記入する。
４　その他特記事項

（第５号様式の３）
支　出　精　算　書
【消費税区分】※いずれかに○を記入してください。
	
	消費税課税事業者

	
	免税事業者・簡易課税事業者


【支出内容】※課税事業者は税抜で記入してください。（免税・簡易課税事業者は税込）

	経費区分
	支出内容
	単価×数量[単位]
	補助対象経費

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	
	
	
	円

	（１）補助対象経費合計
	円

	（２）補助金交付申請額（千円未満切捨）
	円


· 経費区分は、令和４年度海外ビジネス展開支援補助金交付要領別表２「補助対象経費」に掲げる「補助対象経費」の名称を記入してください。
· 上記（２）「補助金交付申請額」は、上記（１）「補助対象経費」の２／３以内で上限100万円です。
（第６号様式）
海外ビジネス展開支援補助金請求書

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様

住　所
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付け第　　－　　号をもって補助金の額の確定通知のあった海外ビジネス展開支援援補助金について、海外ビジネス展開支援補助金交付要領第17条第２項の規定により、次のとおり請求します。
１　請求金額　　　　　金　　　　　　　円
２　振込口座　　　　　金融機関名

　　　　　　　　　　　支店名

　　　　　　　　　　　預金種別

　　　　　　　　　　　口座番号

　　　　　　　　　　　口座名義人
フリガナ
（注１）請求者の印は、申請者の印と同一のものを使用すること。

（注２）口座名義人と請求者（申請者）が異なる場合は、委任状を添付すること。

（第７号様式）

海外ビジネス展開支援補助金に係る

消費税額及び地方消費税額の確定に伴う報告書
令和　　年　　月　　日

公益財団法人　三重県産業支援センター理事長　様
住　所
名　称
代表者 職・氏名　　　　　　　　　　　　　印

　令和　　年　　月　　日付け第　　－　　　号で交付決定がありました海外ビジネス展開支援援補助金について、海外ビジネス展開支援補助金交付要領第20条第１項の規定により、次のとおり報告します。

１　補助金額（理事長が確定通知書により通知した額）　金　　　　　　　円

２　補助金の額の確定時における消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　金　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（上記３－上記２の額）　　　　　金　　　　　　　円
（注）　別紙として積算の内訳を添付すること

